
原発避難者のストレス度が避難６年目にして一転「上昇」
震災支援ネットワーク埼玉（SSN)の取組報告です。
震災支援ネットワーク埼玉と早稲田大学は、震災後、避難者の方の状況調査を継続的に行ってきていますが、埼玉新聞の記事にあるように、
避難６年目にして、避難者のストレス度が上昇に転じています。避難者の甚大な精神的な苦痛は今も続いているにもかかわらず、避難指示
の解除、借上住宅の支援の打ち切りなど、政府による避難者を「不可視化」する政策が、避難する人を追い詰めています。

アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収・連載第
１回「魔法から抜けられない日本」
第１回　魔法から抜けられない日本

アイフォーンやアイパッドなどは日本でもなじみの深い身近な商品ですが、それらの商品を提供しているアップル社はアメリカのカリフォ
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ルニアに本社を置く巨大多国籍企業です。本連載はアップル社を例にとり、巨大多国籍企業がどのように税を逃れているかを検証したいと
思います。

アップル社は、同社の最新の年次報告書（2016年）が示すように、世界の販売高が2156億㌦（約23.7兆円）、営業利益
が600億㌦（約6.6兆円）に上り、世界の企業ランキングのトップ10に入る巨大企業です。日本のトップ企業であるトヨタ自動車と
比べると、販売高（28.4兆円）では肩を並べる一方、営業利益（2.9兆円）ではトヨタの2倍以上の高収益企業です。

アップルは日本でも存在感が大きく、年次報告書（2016年）によれば、日本での売上は169億㌦（約1.9兆円）、営業利益
は71.65億㌦（約7882億円）となっています。

もし日本で生まれたこの利益に対して法人税率30%で課税したとすれば、2300億円程度の税収が得られたはずです。しかしその税収
は日本の国庫には入っていないようです。アップル社の世界的なスケールの税逃れ戦略によって、他の多くの国と同様、日本でもこの巨額
の税収が失われていることがこのほどわかりました。

アップル社の世界的規模での税逃れについては、2013年に開かれたアメリカの上院の常設調査小委員会の公聴会で初めて詳細に解明さ
れました。これを受け、ニューヨークタイムスなど欧米の主要メディアでも大きく取り上げられました。アップルの世界的な税逃れは、後
で述べるように、アメリカ以外で得られた利益をタックスヘイブンとして知られるアイルランドに移転して税を逃れるという手法で行われ
ました。ヨーロッパ諸国では市民の抗議の声が高まり、各国政府は自国にあるアップル子会社に対する課税を強めようとしています。

昨年8月には欧州委員会がアイルランド政府に対して、アップル社への税優遇は欧州連合（EU）が禁止する個別企業に対する国家補助に
あたるものとして、130億ユーロ（約1.6兆円）の追徴課税を行うよう指示するに至っています。

またアップルなど多国籍企業による税逃れを封じることが国際的な優先課題として合意され、OECDによるBEPS（Base
Erosion and Profit Shifting税源浸食と利益移転）プロジェクトが具体化され、現在、各国でその取り組み
が始まっています。

アップル社の税逃れはまさにBEPS（ベップス）プロジエクトが問題にしている、多国籍企業の利益移転による税逃れの典型例であり、
ここに手を付けない限り、BEPSプロジェクトも絵に描いた餅にすぎなくなります。

わが国ではこれまで、アップルなど多国籍企業の税逃れがほとんど野放しで、ヨーロッパ諸国の取り組み比べても大きく後れを取っていま
す。BEPSプロジェクトを主導することが期待されている日本にとって、この問題は真っ先に取り掛からなければならない課題です。

次回以降で述べるように、アップル社は税を逃れるために、法をかいくぐるいくつかの魔法を使ってきました。まずはその魔法を解くこと
から始めなければなりません。

（公正な税制を求める市民連絡会幹事・合田寛）



貧困ビジネスに賠償命令　生活保護費を搾取…「権利侵害」認定
／地裁
３月１日に、当事務所ホームページでご紹介した事件に関する２０１７年３月２日の埼玉新聞の記事です。

http://www.saitama-np.co.jp/news/2017/03/02/04_.html

生活困窮者を狙った「貧困ビジネス」で、路上生活者などを宿泊施設に入所させて生活保護費を搾取したとして、さいたま市の６０～７０
代の男性２人が埼玉県戸田市の金型加工会社「ユニティー」と代表者男性（７５）＝所得税法違反の罪で懲役１年６月、執行猶予３年が確
定＝を相手取り、生活保護費の返還と慰謝料など計約２７３５万７千円を求めた訴訟の判決が１日、さいたま地裁であり、脇由紀裁判長は
「最低限度の生活を営む権利を侵害し、不法行為が成立する」と違法性を認め、代表者男性に計約１５７９万円の支払いを命じた。会社側
への請求はいずれも棄却した。

代理人弁護士によると、「貧困ビジネス」に関連する入所者が原告となり、賠償が認められたのは県内で初。全国でも珍しいという。

訴状などによると、原告２人は２００５年から１０年にかけて、ＪＲ新宿駅構内などでの勧誘を通じ、さいたま市桜区内の宿泊施設に入居。
生活保護を受給したが、住居費や食費などの名目で保護費を搾取され、手元には月約２万円しか残らなかったとしている。
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判決で脇裁判長は代表者男性が原告の生活保護費を徴収していた点に触れ、「健康で文化的な最低限度の生活水準に満たないサービスしか
提供せず、生活保護法の趣旨に反し違法性は高い」と指摘。原告との間で結んだ契約については「公序良俗に反し無効」として、男性の不
法行為を認定した。

被告側の運営者男性は「困窮者を支援、救済するため」だったとして「自立支援や健康回復のために住居や食事を提供しており、劣悪とは
いえない」などと反論していた。被告側の代理人弁護士は「判決文が届いていないのでコメントできない」としている。
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アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収（近く連
載開始）
「アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収―」。近々に、フェイスブック、ホームページ等での連載を開始します。
本連載では、アップル社を例にとり、巨大多国籍企業がどのように税を逃れているかを検証します。
筆者は、公正な税制を求める市民連絡会幹事・合田寛さんです。
どうぞ、お楽しみに！

（連載・全７回）
第１回　魔法から抜けられない日本
第２回　4つの魔法
第３回　遥かなる旅へ
第４回　「消された」子会社
第５回　ふたたび旅へ
第６回　魔法で消えた1兆円
第７回　BEPSプロジェクトと日本の課題

３月４日全国一斉労働ホットライン「雇止め阻止無料電話相談」
の実施します！
日本労働弁護団が主催する労働ホットライン、埼玉でも実施します！
－日本労働弁護団　ホームページ－

労働契約法により、労働者には無期化を求める権利があります。また、一方的な雇止めは許されません。
・雇止めされてしまった…雇止めを告げられそう…
・「次回更新しない」旨記載のある契約書の提出を求められた…
・会社が就業規則に契約更新の上限を入れようとしている…
こんなケースがあれば、ぜひお電話をおかけ下さい！
弁護士が無料でご相談に応じます（通話料はご負担頂きます）。

日　時   ： ２０１７年３月４日（土）１３～１６時

https://saitamasogo.jp/archives/69417
https://saitamasogo.jp/archives/69417
https://saitamasogo.jp/archives/69387
https://saitamasogo.jp/archives/69387
http://roudou-bengodan.org/topics/4273/


電話番号： ０４８－８３７－４８２１
主　催   ： 日本労働弁護団

お気軽にお電話ください！

【判決速報】貧困ビジネスの違法性を認め、総額約１５８０万円
の損害賠償等を命じる（２０１７年３月１日　さいたま地裁）
生活に困窮した人を施設（無料低額宿泊所）に入所させ、生活保護を申請させて、入所者に劣悪なサービスしか提供せず、生活保護費の大
半を搾取して不当な利益を得ていた貧困ビジネス業者に対し、本日、さいたま地方裁判所は、「生活保護法の趣旨に反し、その違法性は高
い」「最低限度の生活を営む利益を侵害したものとして不法行為が成立する」として、総額約１５８０万円の損害賠償や支払った利用料の
返還を命じる判決を言い渡しました（さいたま地方裁判所第２民事部判決）。

貧困ビジネスについて、生活保護法や社会福祉法の趣旨に反することを正面から認めたものであり、貧困ビジネスの蔓延に歯止めをかける
画期的判決であると評価できます。
厳しい状況の中で、この裁判の原告として立ち上がり最後まで闘い抜かれた原告の方の勇気や誠実さに敬意を表します。埼玉のほか、東京、
千葉、愛知、京都、大阪など各地で貧困問題に取り組む多くの弁護士の支援、協力により獲得された判決です。

判決の概要は次のとおりです。

１　不当利得返還請求
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原告A及びBと被告との間の住居・生活サービス契約は、公序良俗に反し無効であるとし、被告に対し、施設利用料の返還を命じた。
以下、理由の一部を抜粋
「被告は、原告らから生活保護費を全額徴収しながら、原告らに対して、生活保護法に定める健康で文化的な最低限度の生活に満たないサー
ビスしか提供せず、その差額をすべて取得していたのであり、かかる被告の行為は、生活保護法の趣旨に反し、その違法性は高いというべ
きである。」
「被告の本件事業は、生活保護費から利益を得ることを目的とし、路上生活者らを多数勧誘して被告寮に入居させ、生活保護を受給させた
上でこれを全額徴収し、入居者らには生活保護基準に満たない劣悪なサービスを提供するのみで、その差額を収受して不当な利益を得てい
たものであり、かかる事業の一環として原告らと被告との間で締結された本件契約は、単に対価とサービスの均衡を欠くばかりか、上記の
とおり生活保護法の趣旨に反して、原告らを生活保護基準に満たない劣悪な環境に置くものであるほか、利用者の人権擁護の必要性から、
第１種社会福祉事業についてその経営主体を原則として国、地方公共団体又は社会福祉法人とし、それ以外の者が経営する場合には都道府
県知事等の許可にかからしめた社会福祉法の趣旨にも反し、原告らが生活に困窮していた状況に乗じて締結させたことなどその経緯や態様
等に照らして、公序良俗に反し、無効というべきである。」

２　不法行為による慰謝料
生活状況、入居期間その他一切の事情を勘案し、被告に対し、慰謝料の支払いを命じた。
以下、理由の一部を抜粋
「上記のとおり、原告らは、被告により、その事業の一環として本件契約を締結させられ、上記認定のような生活保護基準を下回る劣悪な
環境で生活することを余儀なくされていたものであり、被告については、原告らの最低限度の生活を営む利益を侵害したものとして不法行
為が成立するというべきであり、原告らが主張する各人権は、実質的に同利益に含まれるものとして考慮することが相当である。」

３　安全配慮義務違反
仕事をさせられ、中指切断の障害を負った入所者につき、障害慰謝料、逸失利益、後遺症慰謝料等の賠償を命じた。
以下、理由の一部を抜粋
「被告は、…原告Bに対し、…切断機を用いて電線を切断したり、電線の外側のビニールを剥ぐなどの作業をするように指示していたので
あるから、原告Bとの間で特別な社会的接触の関係に入ったものとして、信義則上、原告Bに対しその生命及び健康等を危険から保護する
よう配慮すべき安全配慮義務を負うところ……、債務不履行に基づく損害賠償責任を負う。」

（弁護士　猪股　正）

【2/25  東京】シンポジウム「首都圏避難者の孤立を防
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げ」&交流広場
震災支援ネットワーク埼玉と早稲田大学人間科学学術院では発災当初より、避難⽣活の総合的な現状把握を行い、その時々の支援のあり方
を検討するための大規模アンケート調査を継続実施しています。
これまでのアンケート調査では、およそ半数の方にPTSD(⼼的外傷後ストレス障害)の可能性があるほどの精神的苦痛を抱え続けてい
ることが判明しています。
今年のアンケート調査概要を含め、この精神的苦痛の要因、取り巻く環境・状況、さらには避難者の生活再建に向けての課題と、その解決
のために、地域、社会でどのような取り組みをしていくべきかを探ってまいります。ぜひお越し下さい。
また、被災された方同士の交流広場として教室を開放しています。出入り自由です。お菓子、お飲物、支援資料等をご用意しております。
お子様とひとやすみの休憩場所としても参加者同士のおしゃべりの場所としても避難ママ友づくりの場としてもご自由にご利用ください。

◆日時
2017/2/25(土) 13:30～17:00（13:00開場）

◆参加無料・事前申込不要

◆会場
早稲田大学 早稲田キャンパス
11号館 506教室 シンポジウム
11号館 508教室 交流広場
〒169-8050 東京都新宿区西早稲田1-6-1

＊　チラシのダウンロードは→こちら
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2/17(金)臨時休業のお知らせ
 
2月17日（金）10:00～19:50
 
所員研修のため臨時休業とさせていただきます。
 
皆様方には大変ご迷惑をおかけ致しますが、何卒よろしくお願い申し上げます。
 
 

日弁連パンフレット「生活保護に対する偏見と誤解をなくすために
（著名人編）」
格差と貧困が拡大し、大企業や一部の富裕層に富が集中する一方で、中流層も、中小企業も、地方の町も、次第に疲弊し追い詰められ、生
活保護バッシングに見れるように、他者へ不寛容が広がっています。格差と貧困が拡大している今こそ、憲法２５条が保障する生活保護の
意義を考える必要があるのではないでしょうか。

日弁連が作成したパンフレット（著名人編）をご紹介します。
各界で活躍されているみなさんのコメントを是非、お読みください。一部をご紹介します。
平野 啓一郎 さん「…今は当時の新自由主義の風潮よりも更に悪く、生活保護の利用者は財政を圧迫し、真面目に働く者たちに「迷惑」
をかけているなどという、積極的な否定論まで唱えられる始末である。これではまるで全体主義だ。まっとうな共生の感覚を取り戻さなけ
ればならない。」
堤 未香 さん　「数字が正義になり、利益だけを成功とする歪んだ価値観は、社会の中から、大切な人間の顔やぬくもりを消してしまう。
…」
上野 千鶴子 さん「生活保護は日本国憲法第25条がすべての国民に保障する権利です。お上がくれる恩恵ではありません。権利を行使
するのに遠慮する必要はありません。「保護」というから誤解が生まれます。「生存権」と呼びましょう。」

パンフレットのダウンロードは、→　こちら
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2/24学習会「誰もが支えられる社会へ ー不信と分断を乗り
越えるための財政社会学ー」
反貧困ネットワーク埼玉２月講演会
「誰もが支えられる社会へ　ー不信と分断を乗り越えるための財政社会学ー」
講師：高端正幸さん（埼玉大学准教授）
日時：２月２４日（金）18:30～
場所：埼玉総合法律事務所　３階大会議室
事前予約不要・参加費無料

　「財源が足りないから、福祉が充実できない」は本当でしょうか？福祉分野の相次ぐ削減と自己負担増により、私たちの暮らしは疲弊し、
将来への不安は増すばかりです。
　すべてのひとの暮らしを支える福祉を実現するには、どうしたらよいのでしょうか。そして、福祉の充実を求めると常に立ちはだかる
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「財源はどうするのか」という問いの答えを、高端さんとご一緒に考えてみませんか。

高端正幸さん
埼玉大学人文社会科学研究科准教授
　国際比較から、日本の財政システムの特質や問題点を考えるという立場から、社会保障の財政問題や自治体財政について主に研究。地域
における福祉政策・福祉実践を直に確かめながら、財政問題という大きな対象を問う。
　理論と現実を往復することによってのみ、新たなアプローチが生み出せる。
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